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第113回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第113回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知

申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「企業情報」「ＩＲ情

報」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「岡山

県貨物運送」又は「コード」に当社証券コード「9063」を入力・検索し、「基本

情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招

集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時

２．場 所 岡山市北区清心町４番31号　当社会議室

３．目的事項

報告事項 １. 第113期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告

の件

２. 第113期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の

件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役14名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

                                               以上

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議

決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の

うえ、2025年６月26日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してください

ますようお願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし

ていただき、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワ

ード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、各議案に対する賛否を上記の行使

期限までにご入力ください。

　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットに

よる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］

　議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限ま

でに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

　なお、ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をさ

れない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。

敬　具

記

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述インターネット上の当社ウェブサイト及び東

証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）において、その旨、修正前及び修正後の事項

を掲載いたします。
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ウェブ行使

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

インターネットによる議決権行使のご案内

　インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご

了承いただきますようお願い申しあげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて

　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

２. 議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

　上記アドレスにアクセスいただき、議決権行使書用紙に記載された「議決

権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛

否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方

　議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイ

トログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー

ド」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサ

イトから議決権を行使できます。

　なお、一度議決権を行使した後で行使内容の変更をされる場合には、再度

ＱＲコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及

び「パスワード」を入力いただく必要があります。

（「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

３. 議決権行使のお取扱いについて

（１）議決権の行使期限は2025年６月26日（木曜日）午後５時30分までとなって

おりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（２）インターネットと書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたしま

す。また、インターネットによって複数回数、又は、パソコン・スマートフ

ォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議

決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者

の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ

サイトがご利用できない場合があります。
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４. パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するため

の重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有

効です。

５. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合

は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

【電話】　0120(652)031 （受付時間　9:00～21:00）

（２）その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ａ. 証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

ｂ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行部

【電話】　0120(782)031

　　　　（受付時間　9:00～17:00 土・日・祝日および12/31～1/3を除く）

以　上
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（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

事　業　報　告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、輸出や設備投資の増加により緩やか

な回復基調で推移しました。加えて2024年の春季労使交渉では、大手企業を中

心に高い賃上げが実現しましたが、物価上昇により実質賃金は停滞し、景気回

復を実感できる状況には至っておりません。

　世界経済は長期化するロシアのウクライナ侵攻、混迷を深める中東情勢、先

行きの読めない米国のトランプ政権等、不透明で不安定要素が山積していま

す。

　運輸業界におきましても、国内輸送量に回復の兆しが見られず、燃料価格を

はじめ諸物価の上昇が続くなど厳しい状況が続きました。

　このような経済環境下、当社グループは当年の目標を「人材の確保と適正運

賃の収受」と定めました。学校訪問・説明会、オープンカンパニー、各種募集

媒体の利用、従業員紹介制度の活用等により採用活動をさらに強化するととも

に、積極営業による物量の確保に努め、適正運賃・諸料金の収受交渉を継続的

に行い、増収に努めてまいりました。また、２月から北陸方面の配送を同業他

社に委託し、山陰方面の配送を受託するなど、輸送の効率化を進めました。

　その結果、当連結会計年度の営業収益は383億４千６百万円（前連結会計年

度比1.7％増）、経常利益は12億１千１百万円（前連結会計年度比31.0％増）

となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は９億５千７百万円

（前連結会計年度比15億３千７百万円の減益、前連結会計年度は広島主管支店

の移転に伴う旧広島主管支店等の譲渡による固定資産売却益を計上）となりま

した。

　当連結会計年度の事業セグメントの状況は、次のとおりであります。

① 貨物運送関連事業

　貨物運送関連事業につきましては、適正運賃・料金の収受に積極的に取

り組んだこと等により、営業収益は363億１千７百万円となり、連結営業

収益全体の94.7％となりました。

② 石油製品販売事業

　石油製品販売事業につきましては、商品販売量の減少などにより、営業

収益は10億７千３百万円となり、連結営業収益全体の2.8％となりまし

た。
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セグメントの名称
当連結会計年度（百万円）

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
前期比(％)

貨物運送関連事業 36,317 101.6

石油製品販売事業 1,073 96.0

そ の 他 955 114.1

合 計 38,346 101.7

③ その他

　その他につきましては、自動車用品販売、フォークリフト販売及び一般

労働者派遣等を含んでおり、営業収益は９億５千５百万円となり、連結営

業収益全体の2.5％となりました。

(2) 対処すべき課題

　国内輸送量は依然として減少傾向にあり、燃料価格、資材、外注費の高騰を

はじめ慢性的な労働力不足、従業員の高齢化、ドライバーの時間外労働・拘束

時間の規制等大変厳しい状況が続いております。

　当社グループとしましては、今後も同業他社との共同輸配送を拡充するな

ど、輸送効率の改善を進めます。付加価値の高い3PL事業、倉庫事業の強化に

も努めてまいります。

　また、気候変動に対する取り組みとして、低公害車両の導入、エコドライブ

の推進、鉄道コンテナの活用、PPAによる太陽光発電設備の導入を進めるとと

もに、人的資本・多様性への取り組みとして、女性管理職の育成・登用、男性

育児休業の取得しやすい環境づくりに取り組んでまいります。

　当社グループでは、お客様に満足していただける輸送品質とサービスの向上

に努め、選んでいただける会社を目指す所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよ

う、よろしくお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況

　当社グループでは、顧客に対する、より高い輸送品質の向上及び同業者間の

競争の激化に対応するため、貨物運送関連事業を中心に21億５千６百万円の設

備投資を実施いたしました。その主なものは、車両９億６千万円と、津山主管

支店新築工事完成による残金７億７百万円及び豊川営業所の土地、建物の取得

２億７千６百万円であります。

(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度中における必要資金は金融機関からの借入金及び自己資金に

よってまかないました。
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区 分
第 110 期

(2022年３月期)
第 111 期

(2023年３月期)
第 112 期

(2024年３月期)

第 113 期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 39,277 38,474 37,693 38,346

親会社株主に帰属
する当期純利益

（百万円） 1,242 950 2,495 957

１株当たり当期純利益 （円） 613.16 469.07 1,230.93 472.40

総 資 産 （百万円） 42,556 45,807 46,425 47,388

純 資 産 （百万円） 19,092 19,959 22,519 23,404

区 分
第 110 期

(2022年３月期)
第 111 期

(2023年３月期)
第 112 期

(2024年３月期)

第 113 期
(当事業年度)
(2025年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 34,109 33,063 32,158 32,731

当 期 純 利 益 （百万円） 993 697 2,202 722

１株当たり当期純利益 （円） 490.33 344.33 1,086.75 356.31

総 資 産 （百万円） 37,480 40,609 41,022 41,925

純 資 産 （百万円） 15,752 16,347 18,684 19,315

(5) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 30 百万円 100 ％ 貨物自動車運送事業

彦 崎 通 運 株 式 会 社 30 100 貨物自動車運送事業

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 30 100 石 油 製 品 販 売 業

マルケー自動車整備株式会社 20 100 自 動 車 修 理 業

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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事 業 区 分 内 容

貨 物 運 送 関 連 事 業

当社グループの主要な業務であり、当社及び子会社の岡山県貨物
鋼運株式会社を含む５社が従事しており市場のニーズに対応した
輸送品質を開発して幅広いサービスを提供しております。子会社
のマルケー自動車整備株式会社が自動車修理部門を担当してお
り、トラックターミナル業を関連会社である岡山県トラックター
ミナル株式会社及び山陽コンテナトランスポート株式会社が貨物
利用運送事業を営んでおります。

石 油 製 品 販 売 事 業
子会社のマルケー商事株式会社は出光興産株式会社の代理店とし
てグループ各社並びに得意先に対して石油製品の販売を営んでお
ります。

そ の 他

子会社のマルケー商事株式会社は自動車用品の販売、建設及び保
険代理業を行い、岡山エールフォークリフト株式会社はフォーク
リフト販売業を行っており、また、ハートスタッフ株式会社が一
般労働者派遣業を営んでおります。

(7) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 岡 山 市 北 区 岡　山 主管支店 岡 山 市 中 区

津　山 主管支店 岡 山 県 津 山 市 倉　敷 主管支店 岡 山 県 倉 敷 市

福　山 主管支店 広 島 県 福 山 市 広　島 主管支店 広 島 市 西 区

米　子 主管支店 鳥 取 県 米 子 市 福　岡 主管支店 福 岡 市 東 区

四　国 主管支店 香 川 県 坂 出 市 兵　庫 主管支店 兵 庫 県 姫 路 市

大　阪 主管支店 兵 庫 県 尼 崎 市 名古屋 主管支店 愛 知 県 小 牧 市

東　京 主管支店 東京都江戸川区

名 称 所 在 地

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 岡 山 県 倉 敷 市

彦 崎 通 運 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 自 動 車 整 備 株 式 会 社 岡 山 市 南 区

(8) 主要な事業所（2025年３月31日現在）

当　社

子会社
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セ グ メ ン ト の 名 称 使　用　人　数（名）
前 連 結 会 計
年度末比増減(名)

貨 物 運 送 関 連 事 業 2,197 53減

石 油 製 品 販 売 事 業 10 －

そ の 他 36 ２増

合 計 2,243 51減

使 用 人 数
前事業年度末比
増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数

1,906名 54名減 46.5歳 18.0年

(9) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数350名を含んでおりません。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数301名を含んでおりません。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 中 国 銀 行 5,943 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,771

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 694

(10) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
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① 発行可能株式総数 4,000千株

② 発行済株式の総数 2,026千株 (自己株式173千株を除く)

③ 株主数 1,535名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 152千株 7.51％

マ ル ケ ー 従 業 員 持 株 会 145 7.15

西 尾 総 合 印 刷 株 式 会 社 135 6.69

福 山 通 運 株 式 会 社 100 4.93

株 式 会 社 中 国 銀 行 94 4.68

両備ホールディングス株式会社 93 4.63

T O Y O  T I R E 株 式 会 社 67 3.33

堀 口 祐 司 61 3.02

株 式 会 社 岡 山 マ ツ ダ 47 2.34

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 46 2.26

２. 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

④ 大株主(上位10名)

（注）１. 当社は自己株式173,201株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２. 持株比率は自己株式（173,201株）を控除して計算しております。
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（＊は代表取締役）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

＊ 取 締 役 会 長 原 田 和 充
大阪営業本部本部長
昭和工運株式会社　代表取締役会長

＊ 取 締 役 社 長 馬屋原　　　章

東京営業本部本部長
丸一倉庫運輸株式会社　代表取締役会長
マルケー商事株式会社　代表取締役会長
ハートスタッフ株式会社　代表取締役社長

専 務 取 締 役 安 原 秀 二 岡山主管支店長

常 務 取 締 役 中 澤 正 樹 企画室・経理部・情報システム部担当

常 務 取 締 役 笹 原 直 之 広島主管支店長

取締役相談役 遠 藤 俊 夫

岡山県貨物鋼運株式会社　代表取締役会長
マルケー萩貨物自動車株式会社　代表取締役会長
彦崎通運株式会社　代表取締役会長
マルケー自動車整備株式会社　代表取締役会長
山陽コンテナトランスポート株式会社　代表取締役社長
岡山県トラックターミナル株式会社　代表取締役社長
岡山空港ターミナル株式会社　監査役
四国トラックターミナル株式会社　監査役

取 締 役 関 　 裕 二 米子主管支店長

取 締 役 亀　山　祐二郎 東京主管支店長

取 締 役 奥 川 朋 正 倉敷主管支店長

取 締 役 小 川 貴 広 大阪主管支店長

取 締 役 曽 我 達 彦
営業部長
営業部・運行管理部担当

取 締 役 久 山 哲 哉
総務部長
人事部・総務部担当

取 締 役 木 下 高 之 名古屋主管支店長

取 締 役 西　尾　源治郎 西尾総合印刷株式会社　代表取締役会長

取 締 役 有 澤 和 久

有澤会計事務所　代表
株式会社ウエスコホールディングス　社外監査役
株式会社アルファ　社外監査役
株式会社ＫＧ情報　社外取締役

常 勤 監 査 役 正 保 和 則

監 査 役 中 山 紀 昭

公認会計士中山紀昭事務所　事務所長
イオンディライトアカデミー株式会社　会計参与
アクティア株式会社　会計参与
株式会社アスクメンテナンス　会計参与

監 査 役 中 條 太 志
損害保険ジャパン株式会社　執行役員待遇岡山支
店長

３. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況(2025年３月31日現在)

（注）１. 取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、社外取締役であります。
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氏　　名 新 旧

西　尾　源治郎
西尾総合印刷株式会社
代表取締役会長

西尾総合印刷株式会社
代表取締役社長

氏　　名 新 旧

原　田　和　充 代表取締役会長 代表取締役社長

馬屋原　　　章 代表取締役社長 取締役副社長

遠　藤　俊　夫 取締役相談役 代表取締役会長

２. 取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏を、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 監査役のうち中山紀昭及び中條太志の両氏は、社外監査役であります。

４. 常勤監査役正保和則氏は当社の経理部門において38年間勤務した経験を有するもの

であり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

①2024年５月１日付で、取締役の兼職先の地位が以下のように変更となりました。

②2024年６月26日付で、取締役の地位が以下のように変更となりました。

６. 役員等賠償責任保険契約に関する概要

　　　当社は、当社及びすべての当社子会社におけるすべての取締役、監査役を被保険

者とした会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しております。当該契約の内容の概要は、以下のとおりであります。

　　・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担する事となった

争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としております。

　　・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被

保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填補の対象外としておりま

す。

　　・当該契約の保険料は全額当社が負担しております。
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区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

取 締 役 西　尾　源治郎
西尾総合印刷株式
会社

代表取締役
会長

当社は西尾総合印刷株式
会社より物品購入を行っ
ております。

取 締 役 有　澤　和　久

有澤会計事務所 代 表
有澤会計事務所と当社と
の間に取引関係はありま
せん。

株式会社ウエスコ
ホールディングス

社外監査役

株式会社ウエスコホール
ディングスと当社との間
に取引関係はありませ
ん。

株式会社アルファ 社外監査役
株式会社アルファと当社
との間に取引関係はあり
ません。

株式会社ＫＧ情報 社外取締役
株式会社ＫＧ情報と当社
との間に取引関係はあり
ません。

監 査 役 中 山 紀 昭

公認会計士中山紀
昭事務所

事 務 所 長
公認会計士中山紀昭事務
所と当社との間に取引関
係はありません。

イオンディライト
アカデミー株式会
社

会 計 参 与

イオンディライトアカデ
ミー株式会社と当社との
間に取引関係はありませ
ん。

アクティア株式会
社

会 計 参 与
アクティア株式会社と当
社との間に取引関係はあ
りません。

株式会社アスクメ
ンテナンス

会 計 参 与
株式会社アスクメンテナ
ンスと当社との間に取引
関係はありません。

監 査 役 中 條 太 志
損害保険ジャパン
株式会社

執行役員待遇
岡山支店長

損害保険ジャパン株式会
社と当社との間には保険
契約の取引関係がありま
す。

(2) 社外役員に関する事項

① 社外役員の重要な兼職の状況及び当社との関係
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区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 西　尾　源治郎

当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席いた
しております。主に経験豊富な経営の専門家として
の見地から、当社の業務執行に対する適切な監督と
特に経営全般にわたる大局的及び有益な発言を行っ
ております。また、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っております。

取 締 役 有 澤 和 久

当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席いた
しております。主に公認会計士及び税理士としての
豊かな経験・専門的見地から、当社の経営全般に対
し適切な監督や助言を行い、特にコーポレートガバ
ナンス等の強化に関わる発言をしております。ま
た、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

監 査 役 中 山 紀 昭

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会６回のう
ち取締役会６回及び監査役会６回に出席いたしまし
た。公認会計士としての専門的見地から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、適宜
必要な発言を行っております。

監 査 役 中 條 太 志

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会６回のう
ち取締役会６回及び監査役会６回に出席いたしまし
た。長年にわたる保険業界での業務経験から、取締
役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行
っております。また、監査役会において、適宜必要
な発言を行っております。

② 社外役員の主な活動状況等

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役及び監査役との間で、会社法第427条第１項及び
定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び監査役とも
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

④ 子会社から受けている報酬等の総額
　該当事項はありません。
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(3) 取締役及び監査役に対する報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項等
　取締役(社外取締役を除く)の報酬は金銭報酬とし、株主総会決議でご
承認を得た範囲内の基本報酬、賞与で構成しております。
　また、役付役員を兼務する取締役については、役付役員としての役
位・業績等も取締役報酬の要素としております。
　報酬水準及び取締役の個人別の報酬における以下の各報酬の割合につ
いては、各取締役の職務及び成果のほか、会社の業績、社会情勢を考慮
して設定しております。
　なお、基本報酬及び賞与の評価配分については、取締役会の承認を得
て代表取締役が行っております。当該権限を委任した理由は、当社全体
の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当業務の評価を行うには代表取締役が
最も適しているからであります。
１．基本報酬は、会社業績及び従業員給与とのバランス等を考慮の
上、過年度の担当部門業績に対する評価等を総合勘案して、取締役
会の承認を得て代表取締役が決定した支給額を毎月支給しておりま
す。

２．賞与は、具体的な目標値は定めておりませんが、事業年度の業績
を勘案し、賞与を支給するのに十分な連結の当期純利益を確保した
と判断される場合、取締役会の承認を得て代表取締役が決定した額
を、支給しております。

　なお、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は取締役会決議
をもって決定しており、取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっ
ては、原案について独立社外取締役に諮問し答申を得ているため、取締
役会としても当該方針に沿うものであると判断しております。
　また、役員退職慰労金は、職務執行の対価として役員退職慰労金基準
の定めに従い、常勤取締役に対して役位毎の年間基本額を積み立て、役
員退任時に累積額を算出して、株主総会の決議のもと取締役会にて支給
額を決定しております。
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区　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

業績連動

報酬等
非金銭報酬等

取　締　役

（内社外取締役）

137

(３)

137

(３)

－

(－)

－

(－)

15

(２)

監　査　役

（内社外監査役）

10

(１)

10

(１)

－

(－)

－

(－)

３

(２)

合　　　計

（内社外役員）

148

(５)

148

(５)

－

(－)

－

(－)

18

(４)

②当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１.2023年６月28日開催の第111回定時株主総会の決議による取締役及び監査役の報酬額

につきましては、報酬額に賞与を含め、取締役の報酬額は年額156百万円以内（ただ

し使用人兼務取締役の使用人分給与を除く、ならびにうち社外取締役分3.5百万円以

内）、監査役の報酬額は年額24百万円以内であります。

　　　　なお、当該定時株主総会終結時の取締役の員数は15名（うち社外取締役２名）、監査

役の員数は３名（うち社外監査役２名）であります。

２.上記の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。

３.上記の報酬等の額には、販売費及び一般管理費に計上した役員退職慰労引当金繰入

額18百万円を含んでおります。

４.上記の報酬等の額には、社外取締役２名及び社外監査役２名に対する報酬等の総額

５百万円を含めております。

５.取締役会は、代表取締役会長　原田和充及び代表取締役社長　馬屋原章の両氏に対

し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏ま

えた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等

を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると

判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、取締役会がそ

の妥当性等について確認しております。
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(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

支　払　額

①当社が支払うべき報酬等の額 34百万円

②当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

34百万円

４. 会計監査人の状況

(2) 報酬等の額

(注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おいて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５. 業務の適正を確保するための体制
　当社は職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の
とおりであります。（最終改定　2016年５月10日）
(1) 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンスの徹底を最重要課題と位置付け、取締役一人ひと
りが周知徹底しコンプライアンスを遵守し行動する。
　コンプライアンス委員会を設置しコンプライアンスに係る事項を管理推進し
ていく。
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の決定に関する記録は、社内規程に基づき作成・保存する。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① コンプライアンス、環境、災害、品質などに係るリスク管理は、社内規
程で定めるとともに、各関係部門で必要に応じ研修の実施、マニュアルの
作成・整備等を行い、適切に運用する。

② 新たに生じたリスクに対応するために必要な場合は、速やかに対応責任
者となる取締役を定める。

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
① ３ヶ月に１回以上開催する取締役会に監査役が出席し、職務執行状況等
を把握する。

② 緊急を要する場合は、必要に応じて取締役会を開催する。
(5) 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンス規程に基づき運用し、教育・指導を実施する。
② 内部監査を実施する。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　取締役会は業務執行についてグループ全体の監督を行い、監査室は業務執行
やコンプライアンスの状況等について内部監査を実施する。
(7) 監査役の補助使用人に関する事項
　現状では監査役の補助使用人を配置していないが、必要に応じ事務室を設置
する。
(8) 監査役の補助使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に
対する指示の実効性確保に関する事項

　監査役の補助使用人の人事は監査役会の同意を必要とする。当該使用人は監
査役の指示に従い職務を遂行する。
(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制
① 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見
したときは、直ちにこれを監査役に報告しなければならない。

② 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求める。
③ 監査室は、内部監査の結果を監査役に報告する。

(10) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務執行に必要な費用について会社に請求があった場合、速やかに
前払又は償還に応じる。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査室及び総務・経理部門等は監査役の事務を補助する。
(12) 反社会的勢力の排除に向けた体制
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、取
引関係をはじめとする一切の関わりを排除したうえで、企業活動における社会
的責任を果たしていくことを基本方針とする。この方針の遂行のために、情報
収集や外部専門機関と緊密な連携関係を構築する。

６. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の
整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用
状況の概要は以下のとおりです。

(1) 法令及び定款の遵守（コンプライアンス）に対する取組みの状況

①　当事業年度においては、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会を
４回開催し、コンプライアンスに関する重要事項などに関し、担当部室か
ら報告を受け代表取締役社長に報告しました。また、諸規程の改定を行
い、常に社内で閲覧できる状態にしております。

②　社内定例会議、新入社員研修において内部統制とコンプライアンスに関
する研修を行いました。また、内部コンプライアンス規程に基づき、内部
通報制度を設定しており担当部署によって適切に運用を行っております。

③　取引先については「反社会的勢力排除規程」に基づき新規取引先はもち
ろん、既存の取引先に関しても厳正なチェックを行い、反社会的勢力とは
取引を行わないこととしています。

(2) 取締役の職務執行の効率性確保に対する取組みの状況

　定時取締役会を６回、臨時取締役会を適宜実施しており、法令等に定められ
た事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事項を決定するとともに、
取締役間の意思疎通を図り相互に業務執行を監督いたしました。

(3) 取締役の職務執行に係わる情報の保存及び管理に対する取組みの状況

　取締役会議事録、稟議書等は規程に基づき、保存期間・所管部署を定めて適

切に管理しています。

(4) 損失の危険の管理に対する取組みの状況

　リスク管理委員会を設置して、当社グループの経営に重大な影響を与えるリ
スクを洗い出し、定期的に見直すとともに、必要に応じ損失を減らすための対
応を行っております。
　また、各部門から選出されたメンバーにより課題を検討し、効率的に損失の
危機への対応を行っております。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための取組みの状況

　当社子会社の経営管理につきましては、当社の企画室において子会社の経営
管理体制を整備、統括するとともに、重要な事項については、事前に承認申請
または報告を行っております。また、監査役及び監査室は、子会社に対する監
査を実施しており、グループ経営に対応したモニタリングを実施しております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）１. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

２. 営業収益等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2025年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

営 業 未 収 入 金

リ ー ス 投 資 資 産

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び車両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

13,051,574

6,837,335

887,698

4,863,137

6,462

125,394

332,942

△1,396

34,337,390

29,565,458

9,938,792

1,554,808

40,737

18,014,385

16,734

546,266

4,225,665

3,786,679

76,162

381,509

△18,686
　

流 動 負 債 13,000,120

支払手形及び営業未払金 2,666,189

短 期 借 入 金 7,659,013

リ ー ス 債 務 12,663

未 払 法 人 税 等 308,107

賞 与 引 当 金 287,890

そ の 他 2,066,257

固 定 負 債 10,984,657

長 期 借 入 金 6,207,085

リ ー ス 債 務 13,343

繰 延 税 金 負 債 742,417

役員退職慰労引当金 122,960

退職給付に係る負債 3,757,214

資 産 除 去 債 務 114,359

そ の 他 27,277

負 債 合 計 23,984,778

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 22,545,113

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,770,388

利 益 剰 余 金 18,649,952

自 己 株 式 △295,827

その他の包括利益累計額 827,206

その他有価証券評価差額金 899,668

退職給付に係る調整累計額 △72,461

非 支 配 株 主 持 分 31,866

純 資 産 合 計 23,404,186

資 産 合 計 47,388,965 負 債 純 資 産 合 計 47,388,965

連 結 貸 借 対 照 表

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 38,346,578

営 業 原 価 35,608,813

営 業 総 利 益 2,737,764

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,830,652

営 業 利 益 907,112

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 73,093

受 取 賃 貸 料 177,682

持分法による投資利益 68,587

そ の 他 142,137 461,500

営 業 外 費 用

支 払 利 息 151,604

そ の 他 5,863 157,467

経 常 利 益 1,211,146

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 281,839 281,839

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,304

減 損 損 失 43,463

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 250 45,017

税金等調整前当期純利益 1,447,967

法人税、住民税及び事業税 522,037

法 人 税 等 調 整 額 △34,515 487,521

当 期 純 利 益 960,446

非支配株主に帰属する当期純利益 2,967

親会社株主に帰属する当期純利益 957,479

連 結 損 益 計 算 書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,420,600 1,770,388 17,834,353 △295,582 21,729,759

当期変動額

剰余金の配当 △141,880 △141,880

親会社株主に帰属する
当期純利益

957,479 957,479

自己株式の取得 △244 △244

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － － 815,598 △244 815,354

当期末残高 2,420,600 1,770,388 18,649,952 △295,827 22,545,113

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分

純資産合計その他有価
証券評価差
額 金

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当期首残高 854,598 △96,830 757,768 31,599 22,519,127

当期変動額

剰余金の配当 △141,880

親会社株主に帰属する
当期純利益

957,479

自己株式の取得 △244

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

45,069 24,368 69,438 267 69,705

当期変動額合計 45,069 24,368 69,438 267 885,059

当期末残高 899,668 △72,461 827,206 31,866 23,404,186

連結株主資本等変動計算書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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① 有形固定資産………………………

（リース資産は除く）

主として定率法によって減価償却を実施してお

りますが、子会社のマルケー自動車整備㈱の建

物については定額法によって減価償却を実施し

ております。ただし、1998年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物及び構築物24～50

年、機械装置及び車両３～６年であります。

② 無形固定資産………………………

（リース資産は除く）

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）によっ

ております。

連　　結　　注　　記　　表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１. 連結の範囲に関する事項

　子会社９社はすべて連結しており、連結子会社名は、岡山県貨物鋼運㈱、昭和工運㈱、

マルケー萩貨物自動車㈱、彦崎通運㈱、マルケー商事㈱、マルケー自動車整備㈱、岡山エ

ールフォークリフト㈱、ハートスタッフ㈱、丸一倉庫運輸㈱であります。

２. 持分法の適用に関する事項

　関連会社は２社であり、岡山県トラックターミナル㈱、山陽コンテナトランスポート㈱

に対する投資について、持分法を適用しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、すべて連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

以外のもの　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

② 棚卸資産……………………………主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

(2）重要な減価償却資産の償却方法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

② 賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

③ 役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4）その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

② 収益及び費用の計上基準

　　営業収益

　イ．約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　　　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点について

は、収益認識に関する注記に記載のとおりです。

　ロ．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

＜会計方針の変更に関する注記＞

　　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月

28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用してお

ります。

　　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022

年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正

適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま

す。

　　　　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

＜表示方法の変更に関する注記＞

　　（連結損益計算書）

　　　　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取補償金」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」

に含めて表示しております。

　　　　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「支払手数料」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」

に含めて表示しております。
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商品 19,902千円

原材料及び貯蔵品 105,492千円

合計 125,394千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 39,493,653千円

３. 担保に供している資産 建物及び構築物 3,884,646千円

土地 7,240,944千円

上記に対応する債務 短期借入金 4,677,344千円

長期借入金 4,618,884千円

用 途 種 類 地 域 減損損失（千円）

遊休資産
建物及び構
築物、土地

旧富山営業所
（富山県射水市）

43,463

＜重要な会計上の見積りに関する注記＞

　　繰延税金資産の回収可能性

１. 連結貸借対照表に計上した金額

　　　　繰延税金資産76,162千円（繰延税金負債と相殺する前の繰延税金資産は1,544,099千円

であります。）

２. 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　　　　繰延税金資産の回収可能性の判断は主として将来の業績予測（課税所得見込み）に基づ

いて行われます。この将来の業績予測に際し、翌期の貨物取扱量は概ね当期と同様低水準

で推移するものと仮定し、原油価格については、米国の関税政策を起因とする世界経済の

減速予測による原油需要の下押し要因はあるものの、中東情勢逼迫に伴う供給不安等を勘

案し、今後も概ね高水準で推移するものと仮定しております。また、他の費用については

営業収益に応じた見積りを行っております。

　　　　原油価格の見積りには不確実性が伴うため、実際の結果はこれらの仮定と異なる場合が

あります。

＜連結貸借対照表に関する注記＞

１. 棚卸資産の内容

＜連結損益計算書に関する注記＞

１．固定資産売却益の主なものは、旧津山主管支店等の譲渡によるものであります。

２．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

　当社グループは、管理会計上の区分、投資の意思決定を行う際の単位を基準とし、主とし

て主管支店及び管下店所を１つの単位としグルーピングを行っており、遊休資産については

物件単位ごとにグルーピングを行っております。

　その結果、当社の旧富山営業所の資産グループについて、今後事業の用に供する予定がな

くなったため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額43,463千円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築

物29,805千円、土地13,657千円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込額

に基づいて評価しております。
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　　普通株式 2,200,000株

決　　　議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 　141,880 利益剰余金 70
2024年
３月31日

2024年
６月27日

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 　141,875 利益剰余金 70
2025年
３月31日

2025年
６月30日

連結貸借対照表

計 上 額 ( ※ )
時　価（※） 差 額

投資有価証券

　その他有価証券 2,034,965 2,034,965 －

長期借入金（１年以内返済

予定の長期借入金を含む）
(11,332,698) (11,134,903) 197,794

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

２. 配当に関する事項

(１)配当支払額

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

＜金融商品に関する注記＞

１. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については

銀行借入によっております。

　受取手形及び営業未収入金に係る信用リスクは、取引先ごとに期日管理及び残高管理

を行っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っております。

　支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内に決済されるものであります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は設備

投資に係る資金調達であります。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借

対照表計上額1,751,714千円）は、「その他有価証券」には含めておりません。

　また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、営業未収入金、支払手形及び営

業未払金ならびに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。

(単位:千円)

（※）負債に計上されているものは（　　）で示しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

　　社債

2,030,044

－

－

4,920

－

－

2,030,044

4,920

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 11,134,903 － 11,134,903

連結貸借対照表計上額 時　　　　価

1,444,487千円 4,829,697千円

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

　以下の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

　　　　　　　　　　り算定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

　　　　　　　　　　を用いて算定した時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

　　インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

　　ベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位:千円）

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位:千円）

　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　　投資有価証券

　　　　上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で

　　　取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社

　　　が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは

　　　認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

　　　長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）

　　　　これらの時価は、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

　　　で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

＜賃貸等不動産に関する注記＞

１. 当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域で、賃貸商業施設等を所有しておりま

　す。

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注１）当連結貸借対照表計上額は、取得原価からの減価償却累計額及び減損損失累計額

　　　を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

　　　価に基づく金額、その他の物件については観察可能な市場価格に基づいて算定して

　　　おります。
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　賞与引当金 104,494千円

　未払事業税 32,492千円

　役員退職慰労引当金 37,868千円

　退職給付に係る負債 1,188,072千円

　減損損失 1,215,983千円

　土地 152,592千円

　その他 53,536千円

繰延税金資産小計 2,785,039千円

　評価性引当額 △1,240,940千円

繰延税金資産合計 1,544,099千円

　繰延税金負債との相殺 △1,467,936千円

　繰延税金資産の純額 76,162千円

　固定資産圧縮積立金 1,711,738千円

　その他有価証券評価差額金 418,132千円

　土地 78,285千円

　その他 2,199千円

繰延税金負債合計 2,210,354千円

　繰延税金資産との相殺 △1,467,936千円

繰延税金負債の純額 742,417千円

法定実効税率 30.46％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 0.45％

受取配当金等益金に算入されない項目 △0.28％

住民税均等割 4.43％

評価性引当額の増減 △2.94％

持分法による投資利益 △1.44％

税率変更による影響 1.24％

その他 1.75％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.67％

＜税効果会計に関する注記＞

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」

の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に

係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更

し計算しております。

　この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した

金額）は1,311千円、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は30,106

千円、それぞれ増加し、退職給付に係る調整累計額が950千円、法人税等調整額が17,987千

円、その他有価証券評価差額金が11,757千円、それぞれ減少しております。
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貨物運送関連 石油製品販売 そ  の  他 合      計

36,317,845 1,073,293 955,439 38,346,578

１. １株当たり純資産額 11,531円64銭

２. １株当たり当期純利益 472円40銭

＜収益認識に関する注記＞

　　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位:千円）

　　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループでは主として貨物運送サービスと石油製品の販売を行っております。

貨物運送サービスについては、主として顧客に貨物運送サービスの提供を履行義務と

して識別しており、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。なお、家

電リサイクルに関する指定引き取り場所・リサイクルプラントへの輸送においては当社

グループ以外の他の当事者が関与しております。その性質は、当社グループが地区管理

会社として管理代行を行っているのみであり、当該他の当事者により指定引き取り場

所・リサイクルプラントへの輸送が提供されるように管理することが当社グループの履

行義務であることから、代理人として取引を行っていると判断しております。当該取引

における取引価格の算定に際しては、取引価格を顧客から受け取る対価の額から他の当

事者に支払う額を控除した純額により算定しております。

石油製品の販売については、顧客に石油製品を販売することを履行義務として識別し

ており、履行義務の充足時点については顧客に引き渡した時点としております。これは

当該時点が商品の法的所有権、物理的占有、商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価

値が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるた

めであります。

履行義務充足後の支払は、履行義務の充足時点から１年以内に行われるため、重要な

金融要素は含んでおりません。

＜１株当たり情報に関する注記＞

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当事項はありません。
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（2025年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

10,430,943

5,000,994

80,062

728,279

4,273,053

65,097

160,347

80,934

43,202

△1,030

31,494,679

28,051,282

8,600,711

863,293

29,821

1,180,799

30,313

17,329,608

16,734

529,000

492,980

12,757

21,376

1,885

2,914,395

1,909,077

738,000

19,956

265,927

△18,564
　

流 動 負 債 12,050,371

営 業 未 払 金 2,223,298

短 期 借 入 金 2,463,400

１年以内返済予定の長期借入金 5,080,400

リ ー ス 債 務 5,975

未 払 金 156,405

未 払 消 費 税 等 326,056

未 払 費 用 634,342

未 払 法 人 税 等 203,964

預 り 金 293,337

従 業 員 預 り 金 215,447

賞 与 引 当 金 246,000

設 備 未 払 金 192,088

そ の 他 9,655

固 定 負 債 10,559,504

長 期 借 入 金 6,073,575

リ ー ス 債 務 12,783

長 期 未 払 金 5,802

繰 延 税 金 負 債 839,944

退 職 給 付 引 当 金 3,382,388

役員退職慰労引当金 118,400

資 産 除 去 債 務 114,359

預 り 保 証 金 12,250

負 債 合 計 22,609,875

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 18,510,351

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,762,031

資 本 準 備 金 1,761,954

その他資本剰余金 77

利 益 剰 余 金 14,623,547

利 益 準 備 金 311,000

その他利益剰余金 14,312,547

固定資産圧縮積立金 3,748,202

別 途 積 立 金 8,811,000

繰越利益剰余金 1,753,345

自 己 株 式 △295,827

評価・換算差額等 805,394

その他有価証券評価差額金 805,394

純 資 産 合 計 19,315,746

資 産 合 計 41,925,622 負 債 純 資 産 合 計 41,925,622

貸　借　対　照　表

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

貨 物 運 送 事 業 収 益 32,201,701

倉 庫 業 収 益 等 530,199 32,731,900

営 業 原 価 31,437,190

営 業 総 利 益 1,294,710

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,099,389

営 業 利 益 195,320

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 329,831

受 取 賃 貸 料 256,715

そ の 他 125,739 712,285

営 業 外 費 用

支 払 利 息 148,181

そ の 他 4,603 152,785

経 常 利 益 754,820

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 272,235 272,235

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,304

減 損 損 失 43,463

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 250 45,017

税 引 前 当 期 純 利 益 982,038

法人税、住民税及び事業税 293,194

法 人 税 等 調 整 額 △33,345 259,849

当 期 純 利 益 722,189

損　益　計　算　書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利 益 準 備 金

当期首残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

当期変動額

剰余金の配当

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

税率変更による積立金の調整額

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － －

当期末残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,750,714 8,311,000 1,670,523 14,043,238 △295,582

当期変動額

剰余金の配当 △141,880 △141,880

固定資産圧縮積立金の積立 84,943 △84,943 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △38,815 38,815 －

税率変更による積立金の調整額 △48,640 48,640 －

別途積立金の積立 500,000 △500,000 －

当期純利益 722,189 722,189

自己株式の取得 △244

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 △2,512 500,000 82,821 580,308 △244

当期末残高 3,748,202 8,811,000 1,753,345 14,623,547 △295,827

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 17,930,287 754,405 754,405 18,684,693

当期変動額

剰余金の配当 △141,880 △141,880

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

税率変更による積立金の調整額 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 722,189 722,189

自己株式の取得 △244 △244

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

50,989 50,989 50,989

当期変動額合計 580,064 50,989 50,989 631,053

当期末残高 18,510,351 805,394 805,394 19,315,746

株主資本等変動計算書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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個　　別　　注　　記　　表

＜重要な会計方針＞

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

以外のもの　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

(2）棚卸資産

貯蔵品………………………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産…………………………定率法

(リース資産は除く) 　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額

法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物24～50年、車両３～

６年であります。

(2）無形固定資産及び長期前払費用……定額法

（リース資産は除く） 　なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）によって

おります。

(3）リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 35,093,717千円

建物 3,859,120千円

土地 7,362,860千円

上記に対応する債務

短期借入金 2,463,400千円

１年以内返済予定の長期借入金 2,185,400千円

長期借入金 4,599,200千円

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）収益の計上基準

　　営業収益

　　　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　　　　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点について

　　　は、連結注記表＜収益認識に関する注記＞に記載のとおりです。

＜会計方針の変更に関する注記＞

　　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月

28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま

す。

　　　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。

　　　　なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

＜表示方法の変更に関する注記＞

　　（損益計算書）

　　　　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取補償金」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表

示しております。

　　　　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「支払手数料」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表

示しております。

＜重要な会計上の見積りに関する注記＞

　　繰延税金資産の回収可能性

１. 貸借対照表に計上した金額

　　　　繰延税金負債839,944千円（繰延税金負債と相殺する前の繰延税金資産は1,241,044千円

であります。）

２. 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　　　　連結注記表＜重要な会計上の見積りに関する注記＞に記載のとおりです。

＜貸借対照表に関する注記＞

２. 担保に供している資産
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短期金銭債権 34,604千円

短期金銭債務 730,345千円

保証債務

関係会社の金融機関に対する借入等に対する債務保証 101,811千円

関係会社の取引先との商取引に対する債務保証 399,259千円

営業収益 122,408千円

営業原価 4,296,315千円

営業取引以外の取引高 214,171千円

用 途 種 類 地 域 減損損失（千円）

遊休資産 建物、土地
旧富山営業所

（富山県射水市）
43,463

株式の種類
当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 173,131 70 － 173,201

３. 関係会社に対する金銭債権・債務

４. 偶発債務

＜損益計算書に関する注記＞

１. 関係会社との取引高

２．固定資産売却益の主なものは、旧津山主管支店等の譲渡によるものであります。

３．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

　当社は、管理会計上の区分、投資の意思決定を行う際の単位を基準とし、主として主管

支店及び管下店所を１つの単位としグルーピングを行っており、遊休資産については物件

単位ごとにグルーピングを行っております。

　その結果、当社の旧富山営業所の資産グループについて、今後事業の用に供する予定が

なくなったため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額43,463千円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物

29,805千円、土地13,657千円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込

額に基づいて評価しております。

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加70株は、全て単元未満株式の買取による増加であ

ります。
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　賞与引当金 87,725千円

　未払事業税 22,549千円

　退職給付引当金 1,060,430千円

　役員退職慰労引当金 36,904千円

　減損損失 978,106千円

　資産除去債務 35,863千円

　その他 23,263千円

繰延税金資産小計 2,244,840千円

　評価性引当額 △1,003,796千円

繰延税金資産合計 1,241,044千円

　固定資産圧縮積立金 1,711,738千円

　その他有価証券評価差額金 367,051千円

　その他 2,199千円

繰延税金負債合計 2,080,988千円

繰延税金負債の純額 839,944千円

法定実効税率 30.46％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 0.52％

受取配当金等益金に算入されない項目 △8.62％

住民税均等割 6.31％

評価性引当額の増減 △4.51％

税率変更による影響 1.86％

その他 0.44％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.46％

＜税効果会計に関する注記＞

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　繰延税金負債

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課

税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計

算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金

額）は28,831千円増加し、法人税等調整額が18,297千円、その他有価証券評価差額金が

10,533千円、それぞれ減少しております。
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（単位:千円）

種　類
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社
マルケー
商事㈱

所有
直接100％

役員の兼任
燃料の購入
債務保証

燃料の購入
債務保証
受取保証料

2,318,952
406,279
1,554

営業未払金
－
－

413,662
－
－

１. １株当たり純資産額 9,530円17銭

２. １株当たり当期純利益 356円31銭

＜関連当事者との取引に関する注記＞

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 燃料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

２. 債務保証については、子会社の金融機関に対する借入等及び取引先との商取引に

対するものであります。また、受取保証料については信用リスクを勘案して決定し

ております。

＜収益認識に関する注記＞

　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表＜収益認識

　　に関する注記＞に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当事項はありません。
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取　締　役　会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 　 誉 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書

2025年５月16日

岡山県貨物運送株式会社

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の2024年
４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、岡山県貨物運送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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取　締　役　会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 　 誉 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書

2025年５月16日

岡山県貨物運送株式会社

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の
2024年４月１日から2025年３月31日までの第113期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監 査 報 告 書
　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第113期事業年度における取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月22日

岡山県貨物運送株式会社　監査役会

常勤監査役 正 保 和 則 ㊞
社外監査役 中 山 紀 昭 ㊞
社外監査役 中 條 太 志 ㊞

以　上
　

監査役会の監査報告書
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１. 期末配当に関する事項

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)配当財産の種類

　　金銭といたします。

(２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金70円とし、配当総額は141,875,930円とい

たします。

(３)剰余金の配当が効力を生じる日

　　2025年６月30日

２. その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の

強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金　　　　　　　　　500,000,000円

(２)減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金　　　　　　　500,000,000円

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１

はら

原
だ

田
 

　
かず

和
みち

充

(1950年11月29日生)

1973年４月　当社入社

2005年２月　当社津山主管支店長

2015年６月　当社取締役

2019年６月　当社常務取締役

2021年６月　当社大阪営業本部本部長（現任）

2021年６月　当社代表取締役社長

2024年６月　当社代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）

昭和工運株式会社代表取締役会長

3,000株

第２号議案　取締役14名選任の件

　取締役全員（15名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役14名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

２

うま

馬
や

屋
はら

原
 

　
あきら

章

(1951年10月２日生)

1974年４月　当社入社

2007年５月　当社東京主管支店長

2010年６月　当社取締役

2017年６月　当社常務取締役

2021年６月　当社取締役副社長

2024年６月　当社東京営業本部本部長（現任）

2024年６月　当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

丸一倉庫運輸株式会社代表取締役会長、マルケ

ー商事株式会社代表取締役会長、ハートスタッ

フ株式会社代表取締役社長

3,000株

３

やす

安
はら

原
 

　
しゅう

秀
じ

二

(1951年４月８日生)

1974年４月　当社入社

2010年２月　当社福山主管支店長

2011年６月　当社取締役

2016年５月　当社常務取締役

2021年２月　当社専務取締役（現任）

2023年６月　当社岡山主管支店長（現任）

3,000株

４

なか

中
ざわ

澤
 

　
まさ

正
き

樹

(1955年７月27日生)

1980年４月　当社入社

2010年５月　当社企画室長

2017年６月　当社取締役

2022年６月　当社常務取締役（現任）

2024年６月　当社企画室・経理部・情報システ

　　　　　　ム部担当（現任）

3,000株

５

ささ

笹
はら

原

 

　
なお

直
ゆき

之

(1957年５月26日生)

1980年４月　当社入社

2010年２月　当社北陸主管支店長

2018年６月　当社取締役

2021年２月　当社広島主管支店長（現任）

2023年６月　当社常務取締役（現任）

2,500株

６

せき

関
 

　
 

　
ゆう

裕
じ

二

(1950年１月27日生)

1970年９月　当社入社

2006年２月　当社米子主管支店長

2009年６月　当社取締役

2016年５月　当社常務取締役

2019年６月　当社米子主管支店長（現任）

2020年６月　当社取締役（現任）

3,000株

７

かめ

亀
やま

山
 

　
ゆう

祐
じ

二
ろう

郎

(1954年12月２日生)

1977年４月　当社入社

2017年７月　当社東京主管支店長（現任）

2019年６月　当社取締役（現任）

2,200株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

８

おく

奥
がわ

川
 

　
とも

朋
まさ

正

(1960年３月14日生)

1982年４月　当社入社

2013年２月　当社北陸主管支店長

2019年６月　当社取締役（現任）

2023年６月　当社倉敷主管支店長（現任）

2,200株

９

お

小
がわ

川
 

　
たか

貴
ひろ

広

(1961年10月15日生)

1980年４月　当社入社

2015年２月　当社兵庫主管支店長

2021年６月　当社取締役（現任）

2023年６月　当社大阪主管支店長（現任）

2,200株

10

そ

曽
が

我
 

　
たつ

達
ひこ

彦

(1964年７月６日生)

1987年４月　当社入社

2017年７月　当社東京主管支店次長

2019年６月　当社営業部長（現任）

2021年６月　当社取締役（現任）

2024年６月　当社営業部・運行管理部担当（現任）

2,200株

11

く

久
やま

山
 

　
てつ

哲
や

哉

(1966年11月21日生)

1990年４月　当社入社

2022年２月　当社総務部長（現任）

2023年６月　当社取締役（現任）

2024年６月　当社人事部・総務部担当（現任）

2,200株

12

きの

木
した

下
 

　
たか

高
ゆき

之

(1967年４月８日生)

1988年３月　当社入社

2018年２月　当社北陸主管支店長

2022年６月　当社名古屋主管支店長（現任）

2023年６月　当社取締役（現任）

2,200株

13

にし

西
お

尾
 

　
もと

源
じ

治
ろう

郎

(1956年10月９日生)

1982年６月　西尾総合印刷株式会社入社

2000年３月　同社代表取締役社長

2015年６月　当社取締役（現任）

2024年５月　西尾総合印刷株式会社代表取締役

　　　　　　会長（現任）

（重要な兼職の状況）

西尾総合印刷株式会社代表取締役会長

0株

14

あり

有
さわ

澤
 

　
かず

和
ひさ

久

(1962年３月16日生)

1989年８月　サンワ・等松青木監査法人(現有限

責任監査法人トーマツ)入所

1993年８月　公認会計士登録

2010年12月　有限責任監査法人トーマツ退所

2010年12月　税理士登録

2011年１月　有澤会計事務所　代表(現任)

2016年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

有澤会計事務所代表、株式会社ウエスコホール

ディングス社外監査役、株式会社アルファ社外

監査役、株式会社ＫＧ情報社外取締役

0株
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（注）１．取締役候補者原田和充氏は、昭和工運株式会社の代表取締役会長を兼務し、当社は同

　　　　社との間に運送の取引関係があります。

２．取締役候補者馬屋原章氏は、

(1) 丸一倉庫運輸株式会社代表取締役会長を兼務し、当社は同社との間に運送の取引関

係があります。

(2) マルケー商事株式会社の代表取締役会長を兼務し、当社は同社との間に石油製品販

売等の取引関係があります。

(3) ハートスタッフ株式会社の代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間に人材派遣

の取引関係があります。

３．取締役候補者西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号

の社外取締役候補者であります。

４．社外取締役候補者西尾源治郎氏は、西尾総合印刷株式会社の代表取締役会長を兼務

し、当社は同社との間に物品購入の取引関係があります。また、当社社外取締役とし

ての在任期間は本総会終結の時をもって10年であります。なお、同氏を社外取締役候

補者とした理由は、長年にわたり西尾総合印刷株式会社の経営に携わり、その経歴を

通じて培った経営の専門家としての経験・見識からの視点に基づく経営の監督とチェ

ック機能を果たしていただくこと、及び、今後も、当社の業務執行に対する適切な監

督と経営全般にわたる大局的な見地から有益な助言をいただくことを期待したためで

あります。また、当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。同氏が原案どおり選任された場合、同取

引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員となる予定であります。

５．社外取締役候補者有澤和久氏は、有澤会計事務所の代表を兼務し、当社は同所との間

に取引関係はありません。また、当社社外取締役としての在任期間は本総会終結の時

をもって９年であります。なお、同氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわた

り公認会計士及び税理士としての専門的な知識や経験を有しており、その経歴を通じ

て培った経営の専門家としての経験・見識からの視点に基づく経営の監督とチェック

機能を果たしていただくこと、及び、今後も、当社の経営全般に対し適切な監督や助

言を行うことにより、コーポレートガバナンスの一層の強化に貢献していただくこと

を期待したためであります。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の

経営に関与された経験はありませんが、社外取締役として、その職務を適切に遂行で

きるものと判断しております。また、当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。同氏が原案どおり選

任された場合、同取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員となる予定

であります。

６．その他各取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

７．社外取締役候補者西尾源治郎氏及び有澤和久氏との間で会社法第427条第１項の規定

に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。また両氏の選任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

８．役員等賠償責任保険契約について

(1) 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D&O保

険」といいます。）契約を保険会社と締結しており、これにより、取締役等が業務に

起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた
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免責事由に該当するものを除きます。）等を填補することとしております。

(2) D&O保険の保険料は全額を当社が負担しております。

(3) 各候補者が取締役に選任され、就任した場合には、いずれの取締役もD&O保険の被

保険者となる予定であります。

(4) D&O保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の

うえ、これを同内容で更新する予定であります。

氏 名 略 歴

遠 藤 俊 夫

 2013年６月　当社専務取締役

 2016年５月　当社取締役副社長

 2017年６月　当社代表取締役社長

 2021年６月　当社代表取締役会長

 2024年６月　当社取締役相談役（現任）

第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により退任されます取締役遠藤俊夫氏

に対し、在任中の労に報いるため、当社における所定の基準に従い相当額の

範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いた

いと存じます。

　退職慰労金につきまして、当社の業績及び企業価値の向上に尽力したため

に贈呈するものであり、その金額は当社役員退職慰労金基準に基づき、役

位、在任期間等に応じて算定するものであり、相当であるものと判断してお

ります。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

　以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場　岡山市北区清心町４番31号

岡山県貨物運送株式会社会議室

至京山･池田動物園

清
心
女
子
大

岡山済生会
総合病院

岡山フェアレーン

ローソン

岡山県貨物運送㈱

至
津
山

服部皮膚科

国
道
53
号
線

至
大
阪

歩道橋

山
　
陽
　
新
　
幹
　
線

岡山済生会病院
外来センター

奉還町商店街

至総社 国道180号線

タクシーのりば

岡山全日空ホテル

ＮＨＫ
連絡橋

至
広

島

Ｎ

Ｊ
Ｒ
岡
山
駅

●ＪＲ岡山駅（西口）から、徒歩約15分です。
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